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軍用・オフロード用車両に、

合成物質または天然ゴム製ランフラットのどちらにするべ

きか

マルチバンドの創設者である Tyron 社は、軍用・オフロード用車両に独自の天然ゴム製ラ
ンフラット・システムを開発しました。この特許システムはモジュール設計であり、ラン

フラット・システムをタイヤに取付ける時に油圧プレスを必要としません。取付け・取り

外しが可能な世界で唯一の組立式天然ゴム製ランフラット・システムであり、中子式ラン

フラット・システム等のタイヤを交換するときに発生する不便さはありません。

軍・4WD用になぜ天然ゴムなのか？
オフロード 4WDと軍用車両のランフラット・システムの設計に、合成物質や樹脂ではなく
天然ゴムを使用するには明確な理由があります。

天然ゴムは、カーブの衝撃・くぼみ・危険な環境下での走行時に発生する振動や衝撃を吸

収します。また、ランフラット・システムからホイール・車軸・ドライブシャフトに伝わ

る振動と衝撃を劇的に減少させ、車両の操作性に影響

を与えず、運転手・乗客の快適さも維持します。合成

物質や樹脂で製造されたランフラット・システムの場

合、素材が硬いため振動や衝撃を吸収することが出来

ません。

柔軟性のある天然ゴム素材では、ホイールとランフラ

ット・システムの間に隙間が発生しません。これによ

り、ランフラット・システムとタイヤの内側が衝突し、

損傷することを防ぎます。タイヤメーカーは、この件に関して“注意文”を発表しています。

ミシュラン社コメント：

“金属・硬い樹脂・柔軟性が乏しい素材では、オフロードでの使用や空気圧が下がった場

合に、タイヤの内側を傷つける可能性がある。”

ブリジストン社コメント：

“金属・樹脂・合成物質のような硬い素材のランフラット・システムは、タイヤのインナ

ーライナー・ボディプライ・ビード部分をすり減らし、削り、傷つける可能性がある。こ

のような損傷は走行状態によって断続的に起き、タイヤの外部から発見することは出来な

い。損傷は、タイヤの強度を保つための補強材の分裂・ふくれ・膨張・隆起・分離へと発

展し、空気圧の減少やタイヤ不良を引き起こす。柔軟性のある素材で作られたランフラッ

ト・ビードロック装置のみ取付けが可能である。”
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ビードロックの利点

合成物質ではなく天然ゴムを使う最も重要な理由は、“ビードロック”の必要性です。

ホイールのフランジに対してビードに適度な圧縮（ビードロック）がなければ、車両は進

むことが出来ません。ビードが固定されていない場合、ホイールと空気が抜けたタイヤは

分離した状態となり、障害物や丘をのぼることはおろか、平地でさえホイールはタイヤの

中で空回りしてしまいます。

軍用車両は、タイヤが何本パンクしたとしても、任務を続行し基地に戻る必要があります。

英国国防省は、2 本以上タイヤがパンクした状態でも、最低 50km（可能であれば 75km）、
丘やカーブ等の障害物を含めオフロードを最低 2時間走行出来る保証を要求しています。

何故、合成物質や硬い素材ではないのか？

その理由は、ホイールとタイヤの製作公差にあります。ミシュラン社の報告では、同社の

20 インチ軍用タイヤ全てにおいて、ビードの公差は±3mm あり、ビードの差異の合計は

12mmとなり、これにホイールの公差を加えると差異の合計は最大 20mmになります。

合成物質製ランフラット・システムでは、幅を少し小さく製造しなければなりません。そ

うでなければ、そのランフラット・システムは取付け時に傷つくか、ホイールに密閉状態

を作ることが出来ないからです。いずれにしても、通常走行時にビードが固定されないた

め、タイヤがホイールに対し滑るのを防ぐための適切な圧力を保証することが技術的に困

難になります。

天然ゴムの場合には、公差を考慮しランフラットの幅を少し大きく製造します。そうする

ことで、取付け時に、天然ゴムはホイールのフランジにビードを押し付け、下の図で示さ

れているように、ビードロックを保証します。
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ビードロックが必要となるもう一つの点は、砂・石・泥のような異物がタイヤの内側に入

るのを防ぐためです。ランフラット・システムを取り付ける時に、摩擦を減らすために高

温合成潤滑油をタイヤの中に塗りますが、砂や泥が入ってしまうと潤滑油と混ざり、走行

可能距離を減らしてしまいます。

タイヤの中の異物は、CTI（タイヤ空気圧調整システム）にも影響を与える可能性がありま
す。

合成物質製ランフラット

合成物質製ランフラットは、車両を保護する役割を担っています。軽量で製造コストが低

く、既存の 1 ピースホイールに取付ける設計になっています。暴動時に出動する高圧放水
車のような重量車両や武装リムジンのような、一般道を走行する車両に頻繁に使用されて

います。注意すべき点としては、合成物質ランフラットの全メーカーは性能に関する“免

責事項”を持っており、そしてそれが、彼らが“最大～kmまで”という理由です。

4WD・SUV車両用 R4

SUV の武装は、ホイールとタイヤに負荷が掛かり、パンク時にはランフラットにも負荷が
掛かります。重量が増加することで。最大積載量が減り車両の重心が上がり、弾道攻撃下

での激しい走行や危険な状態を回避する走行時には、乗員の不安を増加させます。

これらの理由より、Tyron 社は、
シンプルだが独創的で、耐久性の

高い合金ホイール R4 を開発しま
した。SUVに標準ホイールを使用
した場合には、ビードをリムにロ

ックすることは不可能であり、タ

イヤがパンクしたときには、ビー

ドが内側に移動し、ハンドル・ブ

レーキ・アクセル操作に悪影響を

及ぼし、同時に砂・泥・石がタイ

ヤの内部に入り込み、走行可能距

離を減少させます。

R4は、ETRTO（欧州タイヤ及びリム技術機構）の規格に沿って製造され、1,650kgの積載
量が承認されています。さらに重要なことは、ランフラットが機能する時にはホイールの

強度も増し、TYRON社天然ゴム製ランフラット・システムを取付けることで、パンク時の
合成物質によるホイールへのダメージを排除することが出来ます。

標準的なホイールとランフラット ビードロック合金ホイール R4
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右の写真は、適切な空気圧で通常の走行を実施

した場合に、ホイールに発生する振動や衝撃の

ダメージを示したものです。舗装されていない

道路を走行させると、タイヤの内側が硬質ラン

フラット・システムに接触し、衝撃がランフラ

ットとアルミニウムホイールを傷つけました。

振動や衝撃の可能性を減らすために、ランフラ

ットの高さを低くすることも出来ますが、車両

がパンク又は攻撃を受けた場合には、運転に影

響を与え、移動できる距離が短くなってしまいます。またタイヤの空気が減っただけでも

タイヤは傷ついてしまうでしょう。

天然ゴム製ランフラット・システムを使用することで、これら全ての問題を解決すること

が出来ます。
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沿革

1977 年以来、Tyron 社は様々なタイヤの安全に特化した製品を開発してきました。それに
より、危険な状態でも車両を安全かつ高速走行で、長距離を走行させることが可能になり

ました。

80年代初め、英国国防省が Tyron社に依頼し、ランドローバーの鉄製ホイール用に鉄のバ
ンドの開発を要求しました。これらは、アルミニウムのバンドよりも強固だっただけでな

く、タイヤの交換時に、“アルミニウムのバンドが鉄のホイールに張り付き外れなくなる”

という 2種類の金属間で発生する“触媒反応”の問題も解決しました。

2008年、Tyron社は、世界初の組立式天然ゴム製ランフラット（全地形対応ランフラット・
ATR）を発明しました。それは、軍用割りリムと一般的なチューブレスホイールの両方に取
付けることができ、優れたオフロード走行性能と、Finabel 基準を大幅に上回る 100km ま
で走行できるランフラット性能を併せ持っています。

2009年、Tyron社は、武装 4WD・
6WD・現金輸送車用に特殊な Rシリ
ーズホイールを開発しました。この

超強力合金ホイールは、最大積載量

が 1650kg であり、独創的なビード
ロック設計になっています。ATRを
取付けることで、全てのタイヤがパ

ンクしても、一般道路・オフロード

にかかわらず、車両は 50km 以上を
走行出来るようになります。

2013年、Tyron社は南アフリカ共和
国の Global Wheel社と提携し、鉄又は合金製 2ピース・ボルト式ホイールを開発し、その
製品は低価格の 3ピースホイールの製品ラインナップに加わりました。これにより、Tyron
社は提供出来るホイールの種類が広がり、ミシュラン社のタイヤにランフラット・システ

ムが組み込まれました。

2015年、同社はフリクション・シールド注油システムを開発しました。これは、適量の潤
滑油を供給することで、製品とタイヤの内側との間の摩擦によって発生する熱を減らし、

タイヤが傷つくのを防ぎます。これにより、長距離を高速走行中でも、車両が効果的に機

能することが可能になります。

フリクション・シールド注油システムは、乾燥・汚れを防ぐために袋の中に密閉され、ラ

ンフラット自体に半永久的に取付けられ、タイヤ交換時にも取付けを忘れることはありま

せん。

詳しい情報は、www.tyron.com をご参照下さい。


